
　自社の年間稼働日数を計算する。 　株式会社○○の休日

　１年365日－休日日数＝年間稼働日数 日曜日 52日

　休日には下記のようなものがある。 土曜日 32日

（但し、年次有給休暇等は除く） 国民の祝日 13日

週休日（日曜日） 年末年始　　12／30～1／3 5日

土曜日 盆休み　　　8／14～8／16 3日

国民の祝日 105日

年末年始

盆休み 　したがって、

創立記念日等 年間稼働日数の計 260日

　年間総労働時間数を計算する。 　株式会社○○の所定労働時間数が

　年間総労働時間数＝暦日数×１日所定労働時間数 　　１日8時間労働なので、

　（季節によって所定時間が異なるのなら、それぞれ分けて計算する） 8時間×260日＝2,080時間

　月間総労働時間数を計算する。 　年間所定労働時間数が2,080時間なので

　計算式　月間所定労働時間数＝ 　  月間所定労働時間数＝

年間所定労働時間数÷12箇月　

　割増賃金算定基礎の対象となる賃金合計額を 　労働者　△△ △△の給料の内訳

　計算する。 　基 本 給 ※ 150,000円　

　原則として全ての手当てが対象となる。 　係長手当 ※ 30,000円　

基本給 　職能手当 ※ 6,000円　

役付手当 　精勤手当 ※ 4,000円　

職能手当 　通勤手当 12,000円　

技能手当 　家族手当 12,000円　

精勤手当等 　別居手当 10,000円　

　次の7手当だけは除外できる。 　 合　計 224,000円　

家族手当 （扶養人数に応じて支払うものに限る）

通勤手当 （通勤距離等に応じて支払うものに限る） 　　割増賃金基礎額 190,000円　

別居手当

子女教育手当 　１箇月における合計した時間外労働数等の端数処理

住宅手当 （住宅に要する費用に応じて支払うものに限る）　合計に1時間未満があるときは30分未満を切り捨て、

臨時に支払われた賃金 　それ以上を1時間に切り上げることは可。

1箇月を超える期間ごとに支払われる賃金

　割増賃金の単価を計算する。 　労働者　△△ △△の割増賃金基礎単価は

計算式 190,000円÷173.33333時間×1.25=1370.1923円

  割賃基礎額÷月間所定労働時間数×1.25 よって、1,370円

　1時間当たりの賃金額・割増賃金基礎単価の端数処理 簡便処理の場合

原則は切り捨て等しない。 190,000円÷173.33333時間＝1096.1538円で1,096円

簡便処理　50銭未満切り捨て 1,096×1.25＝1,370円

　　　　　50銭以上切り上げ 休日労働の場合

　1箇月における時間外労働等の割増賃金の総額

簡便処理　50銭未満切り捨て 深夜労働の場合

　　　　　50銭以上切り上げ

割増賃金の計算方法（月給制）

190,000÷173.33333×1.35

190,000÷173.33333×0.25

割増賃金の計算方法（固定給の場合）

（※印だけの合計）

2,080時間÷12箇月＝173.33333時間

合計

株式会社○○の例
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